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研究成果の概要（和文）：本研究では、購買履歴データという顕示選好データと、栄養・疫学的な調査結果をと
結びつける画期的な視点に基づいて、消費者の食料品購買行動と健康・栄養状態との関係を解析した。食事パタ
ーンと人の肥満度を示すBMIとの間には構造的なメカニズムのあることを示唆する結果を得た一方で、食料品購
買先のパターンと栄養素摂取パターンには明確な関係が認められなかった。また、誰にために購入すののかによ
って、商品価格や所得の変化に対する反応が異なることも明らかとなった。より精緻な研究のためには利用可能
なデータの制約を克服する必要があるものの、本研究の発見は、より効果的な栄養指導や健康政策の立案に重要
な示唆を与える。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed the relationship between consumers' grocery purchasing 
behavior and their health and nutritional status based on an innovative perspective that links 
revealed preference data (purchasing history data) with nutritional and an epidemiological survey. 
While the results suggest a structural mechanism between dietary patterns and Body Mass Index, which
 indicates a person's degree of obesity, no clear relationship was found between patterns of grocery
 purchases and nutrient intake patterns. It was also clear that people responded differently to 
changes in commodity prices and income depending on who they were purchasing for. Although the 
limitations of the available data need to be overcome for a more sophisticated study, the findings 
have important implications for more effective nutritional guidance and health policy planning.

研究分野：農業経済学

キーワード： 食料消費行動　栄養素摂取　健康・栄養政策

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、所得階層別に見たフードバウチャー導入の効果や購入意図に応じて需要の弾力性が異なることな
ど、未解明であった事象ついて新たな結果を提示するとともに、コンビニエンスストアや外食などを通じた食料
品調達によっても健康な食事につながることなど、社会通念や既存研究と異なる発見をしている。
これらの点は、食料品摂取を中心とする消費行動の変容を促す方策だけでなく、食料品を提供する事業者へのア
プローチも有効であること、施策対象の絞り込みが効果的であることなどを示しており、今後、さらなる高齢化
社会を迎える中での健康や栄養状態の改善に向けた施策立案に際して重要な示唆を与えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 糖尿病やがんなどの生活習慣病が死因の約 5割を占める日本では、社会保障費の削減や QOL
の維持の観点からその予防が喫緊の課題であり、食生活の改善がその対策の重要なポイントと
して挙げられる。しかし現状では、炭水化物の摂取比率が減少して脂質の摂取比率が増加する
「食生活の欧米化」が 2000年代以降に過度に進行している可能性が、本研究代表者を中心とす
る研究によって明らかにされており、食生活の改善に対する意識の向上や取組みの深化が望ま
れる。また、調理済み食品への支出の増加等に示される生活様式の変化に伴い、専門小売店やス
ーパーマーケットに加えて、コンビニエンスストアやドラッグストアでの食料品購入も一般的
になり、食料品購買先の使い分けのパターンは多様化している。 
 予防・先制医療が着目される中、発症要因を突き止めたり、発症の予兆を早期に捉える必要が
あるため、発症前からの経時的かつ多様な（環境要因の影響も加味した解析を行うため）データ
が求められている。特に生活習慣病は、日々の生活様式、なかんずく日常の食生活に起因する疾
病である。こういった生活習慣病に対して、回答者に大きな負担を掛けずに収集されるデータか
ら、予防策に資する情報を引き出す方法を確立することの貢献は少なくない。 
 フードシステム学やマーケティングリサーチの分野では、家計あるいは個人が購入した商品
のバーコードやレシートを読み取ったホームスキャンデータ（購買履歴データ）から、健康や生
活習慣病につながる食料品の消費行動や代替・補完関係が個人レベルで分析されてきた。一方、
疫学や医学統計学の分野では、質問紙調査で収集された個人の生活や食事パターンと生活習慣
病の発症などヘルスアウトカムの関係が分析されてきた。 
 このように異なる分野から別々にアプローチされてきた個人の生活様式とヘルスアウトカム
との関係に関する研究を、社会科学（フードシステム学・農業経済学、マーケティングリサーチ）、
自然科学（疫学、医学統計学）および統計科学（多変量解析、数理統計学）を専門とする研究者
で構成される研究グループによって、統一的に解き明かそうとしたのが、本研究開始当初の背景
である。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究は、食料政策や生活習慣病予防策の立案に必要なエビデンスを提供するために、消費者
の購買行動を記述する需要システムに、健康情報を始めとする疫学的要素を組み込んだ新しい
概念として、「疫学的消費行動モデル(Epidemiological Consumption Behavior Model; ECBM)」
を構築することを目的とする。併せて、購買履歴データを食事摂取頻度調査の代替として用いる
場合の変換係数を開発する。ここで用いるデータは、家計や個人が購入した商品のバーコードや
レシートを読み取ったホームスキャンデータ(購買履歴データ)と、それに紐付けされた健康情報
である。これらを活用して、これまで、フードシステム学やマーケティングリサーチの分野と、
疫学や医学統計学の分野でそれぞれ独自に研究されてきた個人の生活様式とヘルスアウトカム
との関係に関する研究を、社会科学、自然科学および統計科学を活用して統一的に解き明かそう
と試みるものである。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究で用いるデータは、調査会社の登録モニタ約 20,000 人の購買記録データと、この中か
らランダムに抽出した年齢 40 歳以上の約 200 人の食物摂取頻度調査(FFQ: Food Frequency 
Questionnaire)データである。購買記録データおよび FFQ データは、同一人物を複数年にわたっ
て調査したパネルデータとなっている。 
 本研究では、これらのユニークなデータセットを、多変量解析（クラスター分析および主成分
分析等）の手法によって分類あるいは次元縮約し、個人属性と購買パターンの関係を析出すると
ともに、FFQ から算出された栄養素の摂取比率を、購買先チャネルの利用割合や個人属性によっ
て説明する統計モデルによって解析した。 
 その他方法の詳細は、研究成果の項目において詳述する。 
 
 
４．研究成果 
 本研究で実施した研究のうち、査読付学術論文として公開した研究成果を中心に、本研究助成
で得られた成果の概要を以下に記す。このほかにも、学会報告や論文投稿に向けて、複数の研究
が進行している。 
 
(1)主成分分析を用いた食事パターンと BMI の関連に関する研究 
 食事パターンと BMI（Body Mass Index）の関連は、健康促進や疾病予防の観点で実用的な示
唆を与えることが期待され、より効果的な栄養指導や健康政策の立案に貢献する可能性がある。



本研究では、調査会社に登録するモニターの 40-74 歳の男女を対象に調査を行い、FFQ により調
査した食品の摂取量を主成分分析によって解析することで、食事パターンを抽出した。抽出され
た食事パターンと BMI との関連を探索的に検討することで、健康的な体型と関連した食事の傾
向を解析した。 
 2021 年と 2022 年の 2 年分の調査のうち、2022 年の調査に参加した男女それぞれ 110 名のモ
ニターの年齢、身長、体重、BMI の範囲（最小値-最大値）はそれぞれ、41-75 歳、145-187cm、
38-119kg、15.24-39.31 であった。FFQ から得られた食品摂取量の主成分分析の結果、第一主成
分では酒類が高く、野菜や魚(うなぎ)が低く、第二主成分では野菜や果物が高く、魚や肉類が低
いという傾向が確認された。主成分得点と BMI との関係を見ると、第二主成分と BMI の間に弱い
負の相関(r=-0.251)が認められた。 
 このような負の相関は、野菜中心の健康的な食事摂取が、BMI 減少に寄与する可能性を示唆す
る。ただし、析出された相関関係を因果関係として捉えるには、より厳密な因果推論の手法によ
る分析が求められる。また、BMI の減少には、１回の食品摂取量や食事パターンのみならず、長
期的な食事の摂り方や定期的な運動等も関係する。食事以外の要素の相互作用により BMI が減
少しうることも考えられること、運動習慣を調整した分析などができていないことなど、さらな
る研究が求められる。 
 
(2) 食料品の購買先選択と栄養素摂取に関する研究 
 食の外部化や食料品購買先の多様化が進む中で、健康的な食生活を送るために、個人の意識だ
けでなく食料品の購買店舗の種類や立地などの社会環境の重要性が高まっている。先行研究で
は、食料品購買先の使い分けが個人の健康状態や栄養状態と関連することが確認されてきた。し
かしこれらの研究では、消費者の食料品購買先の利用状況を把握する際に、多肢選択法によるア
ンケート調査により「どの食料品購買先を利用しているか」ということを尋ねることが多く、実
際の購買行動の結果から購買先を把握しているわけではない。 
 本研究では、複数の購買先の使い分けを、消費者購買履歴データのうち、費目が「食費」「外
食・デリバリー」に該当するものを抽出し、購買先別の購買金額比率から捉えることとした。食
料品購買先は、消費者購買履歴データに付与された費目及び店舗分類を基に、「スーパーマーケ
ット」、「コンビニエンスストア」、「ドラッグストア」、「一般小売店」、「食品宅配」、「その他の業
態」、「外食・デリバリー」の 7種類に分類した。さらに、食物の摂取状況については、FFQ から
推定された栄養素及び食物群の摂取量を用いた。 
 分析対象は、消費者購買履歴データは調査会社に登録した約 20,000 人のモニター、FFQ は、
モニターの中から抽出した満 40 歳以上の 220 人（男女各 110 人）である。 
 分析対象者の食料品購買先の使い分けを類型化するため、MHS から分析対象者ごとに食料品購
買先別の購買金額の比率を算出し、その比率を用いて非階層的クラスター分析を実施した。続い
て、FFQ で推定された栄養素及び食物群の摂取量について、クラスター間で有意な差が見られる
かを確認した。FFQ によって得られる栄養素や食物群の摂取量の推定値は、回答者間の摂取量を
ランク付けするのには適しているものの、摂取量の絶対値を推定することは難しいとされる。そ
のため、FFQ で得られた栄養素及び食物群の摂取量を順序変数とみなし、ノンパラメトリックな
検定方法である Kruskal-Wallis 検定を用いた分析を行った。 
 非階層的クラスター分析の結果、4 つのクラスターが析出された。続いて各クラスター間で、
男性と女性それぞれにおいて栄養素や食物群の摂取量に違いがあるかを分析した。結果として、
男性と女性いずれにおいてもクラスター間において 5％水準で有意な差は見られなかった。 
 本研究の分析結果からは、食料品購入先の使い分けパターンが 4種類に分類されることや、そ
のパターンの違いが栄養素や食物群の摂取量に影響を及ぼさないといった現状が確認された。
海外も含めた先行研究では、食料品購買先の違いが消費者の健康状態や栄養素摂取状況に違い
のあることが指摘されてきたが、本研究の結果は、それらとは必ずしも整合的ではない。 
 第 1 の観点は、いわゆる「食の外部化」によって食料品購買先が多様化しても、栄養素や食物
群の摂取量に差が生じないという可能性である。先行研究では、コンビニエンスストアや外食の
利用は肥満の増加や野菜の摂取頻度の低下など、家庭内で調理する食事と比較して一般に「不健
康」と結びつくと考えられてきた。しかし、日本においては、コンビニエンスストアが生鮮食品
の取り扱いの拡充や健康に配慮した弁当や惣菜の開発を進めていたり、外食においても減塩に
取り組むなど健康面に配慮したメニューの開発が行われていたりする。その結果、いかなる食料
品購買先の使い分けのパターンであっても栄養素や食物群の摂取量に差が見られなくなってい
る可能性がある。弁当・惣菜の食塩相当量を抑える取組み、糖質を抑えたスイーツ等の商品開発
が進められているなど、コンビニエンスストア各社が健康を訴求した商品の開発に力を入れて
いる。こういった取組みにより社会環境が整備され、食材を購入して家庭内で調理する場合との
栄養素摂取状況に差が無くなっていることが考えられる。 
 第 2 の観点は、分析対象者のセレクションバイアスが生じた可能性である。分析対象者は、調



査会社に自発的に登録した 40 歳以上のモニターである。これらの人々は、モニター登録以前か
ら日々の購買行動や生活を意識的に管理している可能性や、モニターへの登録により自らの購
買行動を振り返る機会が増えて食生活への意識が高まった可能性が考えられる。そのために、食
料品購買先の使い分けのパターンが異なっていても、栄養素や食物群の摂取量に有意差が見ら
れなかったということがあり得る。食生活への意識が高い人々に分析対象者が偏っていたとす
ると、本研究の結果は、コンビニエンスストアや外食・デリバリーを多く利用していても、野菜
が摂取できる惣菜や栄養バランスのよいメニューを積極的に選択したり、日常的に塩分や脂質
の過剰摂取に気を付けたりするなどの自らの意識や工夫によって、栄養素や食物群の摂取量に
偏りを生まないことが可能であることを示唆している。 
 以上の 2 つの観点は、いかなる食料品購買先においても健康的な食生活を実現できる社会環
境が日本において整備されつつあり、消費者側の意識や利用方法次第で食生活の改善につなが
る食料品購買が可能であることを示す点で共通している。 
 一方で、3つ目の観点として、データの限界が考えられる。消費者購買履歴データは、食料品
の購入を個人別に記録したものである。実際の食生活においては自分で購入した物以外に、同居
する家族が購入した物や人からもらった物を飲食したりすることもある。また、同居している家
族が主に食事を作っている人の購買履歴は、その人の食生活の一部しか表していないことも考
えられる。このように、消費者購買履歴データからは把握することができない栄養素や食物群の
摂取量の増減を規定する要因があるため、食料品購買先の使い分けと栄養素・食物群の摂取量と
の間に明確な関係が見られなかった可能性がある。 
 
(3)家族のための購入に着目した食料需要の弾力性に関する研究 
 肥満は糖尿病やがんなどの非感染性疾患を引き起こすことから、その予防や解消は世界各国
における公衆衛生上の主要な課題となっている。肥満の原因の１つは不健康な食生活であるこ
とから、各国で政策による食生活への介入が行われている。既存研究の多くは、世帯レベルもし
くは購入者本人の需要に着目してきた。一方で、政策の主要な対象である子どもや高齢者は食料
の購入や調理を自分で行わず、家庭内で食料の購入を主に担う人（以下、購入者）に食料の調達
を任せることも多い。そのため、課税や補助金などの政策が子どもや高齢者に与える影響を明ら
かにするためには、購入者や食料を摂取する家族本人の需要を分析するだけでは十分でなく、購
入者が家族のために購入する食品の需要を分析することが求められる。以上のような背景から、
本研究では、購買履歴データを用いて、誰のために買うかという購入意図によって、需要の弾力
性が異なることを示す。さらに、購入者や世帯構成員の属性と需要の弾力性の関係を明らかにし、
子どもと同居している購入者と高齢者と同居している購入者では需要の弾力性が異なることを
示す。 
 本研究では、不完全な EASI demand system を用いて、飲料需要の弾力性を個人および購入意
図ごとに推定した。購入意図別に見ると、自分への購入の自己価格弾力性は負である購入者が多
い一方で、共用の購入の自己価格弾力性は正となる購入者が多い。また、自分以外・共用の購入
の支出弾力性は正となる購入者が多く見られる一方で、自分への購入の支出弾力性は 0 に近い
または負の値となる購入者の割合が大きい。このような結果が得られた背景には、自分への購入
と共用の購入の間の代替関係が考えられる。購入意図間の弾力性の関係に着目すると、自分への
購入と共用の購入の両方で正の自己価格弾力性をもつ購入者は少なく、自分への購入と共用の
購入の両方で負の自己価格弾力性をもつ購入者も両者の符号が異なる購入者と比べて少なかっ
た。支出弾力性に着目すると、自分への購入が 1以下（必需財）または負の値（下級財）であり、
共用の購入が 1以上（贅沢財）であるという購入者が多く見られた。これらの結果は、価格や支
出が変化した際に、ある購入意図による購入を減らすことで他の購入意図による購入を増やす、
もしくは一定に保つような購入者の存在を示唆している。 
 また購入者および世帯構成員の属性と価格および支出弾力性との関係に着目すると、子ども
と同居している購入者は、そうでない購入者と比べて、共用の購入は非弾力的であった。一方で、
高齢者と同居している購入者は、そうでない購入者と比べて、共用の購入は弾力的であった。こ
のことから、購入者への補助金は、子どもに対してよりも高齢者に対してより効果的である可能
性がある。 
 本研究の結果から、購入者自身の需要の弾力性と家族のために購入する食品の需要の弾力性
は符号が異なる場合があることが示唆された。このことは、購入者自身の需要の弾力性に基づい
た介入を行った場合、それが購入者の家族に与える効果は小さい、あるいは意図した方向とは逆
の効果を及ぼす可能性がある。また、家族のために購入する食品の需要の弾力性は、購入者と同
居する家族の属性によっても異なることから、介入する対象によって有効な政策が異なること
も考えられる。特に、ある介入が子どもに与える影響と高齢者に与える影響は異なる可能性があ
るため、このような人々に対する政策を実施する場合にはその目的に基づいた適切な介入を行
うことが必要となる。 



 
(4)日本におけるフードバウチャー導入の可能性と効果に関する研究 
 バウチャーは補助金と異なり、消費者の選択の自由を保ちつつ、特定の施策対象者に対して財
やサービスを支給する手段である。食品を対象としたバウチャー（以下、フードバウチャー）支
給は、消費者の健康・栄養改善あるいは食料安全保障確保の施策として、日本以外の各国で行わ
れている施策である。 
 本研究では、日本におけるフードバウチャーの導入可能性を検討するために、中高年者および
高齢者における食品群ごとの支出額と栄養素摂取量との関係を明らかにし、フードバウチャー
が栄養素摂取に与える効果を検討する。フードバウチャーの導入を検討する上で、どの食品群を
対象とするかは重要な論点である。栄養支援を目的としてフードバウチャーを導入する場合、不
足しがちな栄養素が多く含まれる食品群をバウチャーの対象とすることが考えられる。しかし、
家庭内の食品ロスや食品の質の向上を考慮すると、ある食品群への支出の増加は、その食品群に
含まれる栄養素の摂取量の増加を必ずしも意味しない。また、健康リスクの高い中高年者や高齢
者において、食料支出と栄養素摂取量との関係を明らかにすることは、フードバウチャーの導入
を検討する上で重要な貢献となる。 
 分析に供するデータは、調査会社に登録した約 20,000 人のモニターの消費者購買履歴データ
と、モニターの中から抽出した満 40 歳以上の 220 人（男女各 110 人）を対象として 2021 年と
2022 年に実施した FFQ のうち、両方に参加した 150 名のパネルデータである。 
 本研究では、パネルデータの特性を活用して、栄養素の摂取量を被説明変数、食品群ごとの実
質支出額を説明変数とする固定効果モデルを推定し、他の食品群への支出を一定とした場合に、
該当の食品群への支出が外生的に変化したときの栄養素摂取量の変化を分析する。フードバウ
チャーが栄養素摂取に与える効果は、低所得層と高所得層で異なる可能性があるため、同様の固
定効果モデルを世帯所得に基づくサブグループごとに推定し、各所得層におけるフードバウチ
ャーの効果を検討した。 
 被説明変数をエネルギーおよび三大栄養素の摂取量とした場合の推定値を示した。低所得層
と高所得層ともに、ほとんどの食品群において、支出額の増加がエネルギーや栄養素の摂取量に
与える影響は有意でないことが示された。 
 低所得層では、菓子類への支出の増加はエネルギー摂取量に対して有意な影響を与えており、
菓子類への支出が 100 円増加すると 74.6kcal のエネルギー摂取量の増加を引き起こすことが示
された。一方で、その他の食品への支出の増加がエネルギー摂取量および栄養素摂取に与える影
響は有意でなかった。通常のフードバウチャーでは菓子類を対象から除外することが多いため、
低所得層へのフードバウチャーはエネルギー摂取量に大きな影響を与えないと考えられる。 
 高所得層では、菓子類の支出額の増加はエネルギー摂取量の変化に対して有意でなく、乳製品
（100 円あたり 52.9kcal）と酒類（100 円あたり 15.3kcal）で有意な影響がみられた。タンパク
質の摂取量に着目すると、魚介類（100 円あたり 1.1g）や乳製品（100 円あたり 1.6g）の支出が
タンパク質の摂取量に対して有意な影響を与えることが明らかになった。また、高所得層では、
外食への支出がエネルギー摂取量の減少を引き起こすことが示された。このような結果が得ら
れた背景には、外食支出の増加が食事摂取量の増加ではなく、食事の質の変化を引き起こしたこ
とが考えられる。 
 本研究の結果から、中高年者および高齢者に対するフードバウチャーは、高所得層の栄養補助
に対して一定の効果が期待できるものの、低所得層の栄養補助に対しては効果が小さいことが
示された。一方で、低所得層へのフードバウチャーは、食を通じた well-being の向上につなが
る可能性があるため、今後の研究において、食料支出の増分はどのような食品の購入に使われる
のかについて追加の分析が求められる。 
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